
施

 縮小　□ 改善 り遺

策

跡の保護に努める。
（

名

改善措置等）□ 休止

文

　□ 終了
計画対象 □

化

 実施計画査定対象 

財

 □ 行政改革対象 

基

□ 廃止　　　　 

※

本

決算額については、端

目

数処理により、他資料

標

の決算額と差異が生じ

未

ている場合もあります

来

。

につなぐ人材を育むま

No. 事務

ち

事業名 活動内容 コスト

要

（事業費：千円）

文化

施

資源把握活用事業 令和

策

　２年度 令和　３年度

の

令和　３年度 令和　４

目

年度 令和　２年度 令和

的

　３年度 令和　３年度

市

令和　４年度
活動指標

民

名 単位
実績 計画 実績 計

が

画 決算 当初予算 決算 当

郷

初予算
全体事業概要

①

土

石造物調査着手地区数

の

地区 ２ １ １
地域の石造

伝

物調査や未整理の館蔵

統

古文書整理・調査を
行

や

う。令和３年度より、

歴

個人（旧名主家等）、

史

団体（ 0 165 137

に

34
自治会、学校等）

対

所有の歴史資料の調査

す

を開始し、館
②

所蔵古

る

文書仮目録（300 件

理

１ １ １
外の文化財の保

解

存を進める。 点程度）

を

作成数

令和　５年度の

深

優先度

③
館外文化財（

め

資料群）の 件 ２ ６ ３
2

、

所在調査着手件数 民間

郷

４学校２ 　□ Ａ　　

土

　 □ Ｂ　　　 □

へ

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

の

①について、報告書を

愛

刊行するにあたり調査

着

済み３地区の再調査を

心

優先した。このため新

を

規着手は１件にとどま

高

■ 計画どおり   

め

令和　３年度 った。
□

る

 遅延       

と

  
の評価

□ 進展な

と

し     

■ 維持

も

　□ 拡大 ③について

に

は調査方法の構築途中

、

にあり、より確実で効

無

果的な方法の提示のた

形

め数値については現状

民

維持とする
事業区分 ■

俗

 自治事務   □ 

文

法定受託   □ そ

化

の他
今後の方向性 □ 

財

縮小　□ 改善 。
（改

や

善措置等）□ 休止　

文

□ 終了
計画対象 □ 

化

実施計画査定対象  

財

□ 行政改革対象 
□

を

 廃止　　　　 

後世に継承すること。

施策の方向 文化財の保護・保存

市内の文化財（遺跡、古文書等歴史資料、石造物）の調査について、新型コロナウイルス感染症による影響以外は計画どおりに進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　３年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 計画どおり、あるいはそれ以上に進んでいる。ただし、遺跡保護については開発の件数増が継続しており、また、郷土資料館外の文化財（古文書等）調査については新

今後の方向性 □ 拡大　　　　 規事業である。これらの事業により業務量が増え、他の業務を圧迫する懸念がある。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 

No

3

. 事務事業名 活動内容

年

コスト（事業費：千円

度

）

市内遺跡発掘調査等

　

事業 令和　２年度 令和

　

　３年度 令和　３年度

事

令和　４年度 令和　２

務

年度 令和　３年度 令和

事

　３年度 令和　４年度

業

活動指標名 単位
実績 計

評

画 実績 計画 決算 当初予

価

算 決算 当初予算
全体事

表

業概要
①

届け出に対す

（

る処理 ％ 100 100

個

100
周知の遺跡内に

票

おけ内る宅地造成・住

）

宅建築等の各種
開発事

課

業に伴い、確認調査を

名

行う。 0 7,908 6

教

,908 7,886

②

育

令和　５年度の優先度

推

③1 　□ Ａ　　　 

進

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

部

　　　 □ Ｄ　

県へ

文

の届出が必要な102

化

件の事案すべてを処理

財

した。また、開発に際

課

してのものなど38件

作

の試掘・確認調査を実

成

■ 計画どおり   

日

令和　３年度 施した。

令

□ 遅延      

和

   
の評価

□ 進展

　

なし     

■ 維

４

持　□ 拡大 開発に伴

年

う試掘・確認調査の件

　

数が増加しており、他

８

の業務を圧迫する傾向

月

にあるが、文化財保護

　

法の規定に則
事業区分

５

□ 自治事務   □

日

 法定受託   □ 

概

その他
今後の方向性 □


